
 

国内肥料資源利用拡大対策事業実施要領 

 

制  定：令和４年 12 月 21 日付け４農産第 3509 号、４畜産第 1954 号 

一部改正：令和５年 12 月１日付け５農産第 2945 号、５畜産第 1875 号 

令和６年３月 29 日付け５農産第 4231 号、５畜産第 2956 号 

令和６年 12月 27日付け６農産第 3460号、６畜産第 2473 号 

令和７年３月 31日付け６農産第 5162 号、６畜産第 3607 号 

令和７年 12月 26日付け７農産第 3716号、７畜産第 2122 号 

農林水産省農産局長、畜産局長通知 

 

第１ 事業内容 

 国内肥料資源利用拡大対策事業の実施については、国内肥料資源利用拡大対策事業費補助金交付

等要綱（令和４年12月21日付け４農産第3508号農林水産事務次官依命通知。以下「交付等要綱」と

いう。）の定めによるほか、本事業の事業内容は以下のとおりとし、詳細は別紙１から別紙３のと

おりとする。 

 

１ 国内肥料資源活用総合支援事業 

（１）国内肥料資源活用施設総合整備支援 

海外からの輸入原料に依存した肥料から、堆肥や下水汚泥資源等の国内資源を活用した肥料

（以下「国内資源由来肥料」という。）への転換を進めるため、事業実施主体がこれら国内資

源を活用する際に必要となる施設等の整備を支援する。 

（２）国内肥料資源活用総合推進支援 

海外からの輸入原料に依存した肥料から、国内資源由来肥料への転換を進めるため、事業実

施主体がこれら肥料やその原料の供給又は利用を拡大する取組を支援する。 

（３）国内肥料資源活用推進事業 

（１）又は（２）の事業の適切かつ円滑な実施を図るとともに、事業効果を十分に発揮させ

るため、都道府県協議会による（１）又は（２）の事業実施主体への助言や各種手続の事務、

取組の実施確認等、当該事業の適切かつ円滑な実施に必要な取組を支援する。また、都道府県

協議会による施肥基準の見直しに向けた調査や関係事業者間の連携づくり等の国内資源由来肥

料への転換を進める取組を支援する。 

（４）国内肥料資源流通促進支援 

国内資源由来肥料の流通を促進するため、事業実施主体による肥料原料供給事業者、肥料製

造事業者、肥料利用者間のマッチング等、全国的な取組推進に必要な取組を支援する。 

（５）国内外の肥料原料価格の動向等調査 

国際市況や原料産出国の輸出に係る動向の影響を把握するため、国内外の肥料原料価格の動

向調査等の取組を支援する。 

（６）肥料価格急騰時の影響緩和対策 

肥料原料価格が急騰し、肥料小売価格の急騰が見込まれる場合は、化学肥料の使用量の低減



 

 

等に向けて取り組む農業者に対し、影響緩和対策を実施する。 

２ 畜産環境対策総合支援事業 

（１）畜産堆肥流通体制支援事業 

畜産農家等における好気性強制発酵による堆肥の高品質化など環境負荷低減の取組に対する

理解醸成を図るための検討会の開催、情報発信、畜産農家等が高品質堆肥の流通等に取り組む

に当たっての現状や課題を分析・把握するためのコンサルタントによる改善指導等の取組を支

援する。 

（２）畜産・土づくり堆肥生産流通体制支援事業 

ア 耕種農家における堆肥・液肥ニーズの把握や生産方法の検討、広域流通等の促進を図るた

めの協議会の開催、堆肥・液肥の成分分析、堆肥造粒機等の導入等を支援する。 

イ 堆肥のクロピラリド検査体制の構築に必要な研修、クロピラリド検査機器の導入等を支援

する。 

ウ 都道府県単位のマッチング体制を構築するため、マッチング活動や、堆肥・液肥散布機のシ

ェアリング、環境に配慮した畜産経営に関する調査等を支援する。 

（３）畜産・土づくり施設等導入支援事業 

好気性強制発酵による堆肥・液肥の高品質化、堆肥のペレット化等に係る施設等の整備又は

補改修等を支援する。 

（４）畜産環境関連施設等導入支援事業 

悪臭低減、汚水処理に係る高度な畜産環境対策を実施するための施設等の整備又は補改修及

び併せて実施する畜産に由来する臭気の測定又は排水の水質検査等を支援する。 

 ３ 家畜排せつ物処理施設構造転換支援事業 

温室効果ガス排出削減に必要な家畜排せつ物の管理方法の変更のための施設等の整備又は補

改修を支援する。 

 

附 則（令和４年12月21日付け４農産第3509号、４畜産第1954号） 

１ この要領は、令和４年12月21日から施行する。 

２ 本要領の施行に伴い、「畜産環境対策総合支援事業補助対象事業事務及び補助対象事業費の取扱い

について」（令和２年３月17日付け元生畜第1842号農林水産省生産局長通知。以下「旧事務取扱い」

という。）は、廃止する。ただし、本要領による廃止前の旧事務取扱いに基づき実施する事業につい

ては、なお従前の例による。 

 

附 則（令和５年12月１日付け５農産第2945号、５畜産1875号） 

１ この要領は、令和５年12月１日から施行する。 

２ この通知による改正前の国内肥料資源利用拡大対策事業実施要領の規定に基づき実施している事業

に対する同要領の規定の適用については、なお従前の例による。 

 

附 則（令和６年３月29日付け５農産第4231号、５畜産2956号） 

１ この要領は、令和６年３月29日から施行する。 

２ この通知による改正前の国内肥料資源利用拡大対策事業実施要領の規定に基づき実施している事業



 

 

に対する同要領の規定の適用については、なお従前の例による。 

 

附 則（令和６年12月27日付け６農産第3460号、６畜産第2473号） 

１ この要領は、令和６年12月27日から施行する。 

２ この通知による改正前の国内肥料資源利用拡大対策事業実施要領の規定に基づき実施している事業

に対する同要領の規定の適用については、なお従前の例による。 

 

附 則（令和７年３月31日付け６農産第5162号、６畜産第3607号） 

１ この要領は、令和７年３月31日から施行する。 

２ この通知による改正前の国内肥料資源利用拡大対策事業実施要領の規定に基づき実施している事業

に対する同要領の規定の適用については、なお従前の例による。 

 

附 則（令和７年12月26日付け７農産第3716号、７畜産第2122号） 

１ この要領は、令和７年12月26日から施行する。 

２ この通知による改正前の国内肥料資源利用拡大対策事業実施要領の規定に基づき実施している事業

に対する同要領の規定の適用については、なお従前の例による。 

 


